
1 組 織 名 称 Linux Foundation Hyperledger Project 
https://www.hyperledger.org/ 

2 分 類 活動目的 フォーラム標準化 対象分野 情報技術 

 技 術 M A P 活動エリア（注1） -2 活動技術（注2） 0 

3 目      的 Blockchain技術を使用したエンタープライズグレードのオープンな分散台帳フレーム

ワークを開発。イベント開催やプロジェクトの広報活動 
4 組      織 

Governing Board, Technical Steering Committee, Marketing Committee, End User 

Technical Advisory Board WG: Requirements, Architecture, Whitepaper WG, Identity 

5 参 加 資 格 Linux Foundation メンバクラス 

Premier Member:$250,000(USD) 

General Member:$50,000 and above, $30,000:2,000-4.999, $20,000:500-

1,999,$10,000:50-499, $5,000: -Less than 50 

To be a corporate member of The Linux Foundation 

6 主 要 メ ン バ 
（ 2017 年 11 月 現

在） 
 
 

Hyperledger Project メンバ 

IBM、Huawei、Intelを含む33社 

（うち日本企業は Hitachi、NEC、NTT Data） 

 
Linux Foundation メンバ 
Primary: accenture, Airbus, DEUTSCHE BORSE Group, Digital Asset, DTCC, 
Fujitsu, Hitachi, IBM, intel等（17社） （うち日本団体 2社 Fujitsu, Hitachi） 
General: 109社 （うち日本団体１社 NTT-DATA） 
Associate member: FARGO他  15社 （うち日本団体 ０社） 

7 他団体・組織との 
関 係 

Linux Foundation Japan(http://www.linuxfoundation.jp/japan) 
#901, 74-1 Yamashita-cho,Naka-ku 
Yokohama-shi,Kanagawa, 231-0023, Japan 
TEL：045-228-7761  
Fax : 045-228-7762  

8 T T C 活 動 と の 
関 連 性 
（注5） 

■TTCの専門委員会活動と関係あり セキュリティ専門委員会 
□なし 

9 活 動 状 況 Technical Steering Committee(TSC):毎週木曜日 10:00am-11:30am ET     

Requirements WG:毎週月曜日 8:00am-9:00am GMT-7:00              

WG 活動（Requirements, Architecture, Whitepaper WG, Identity）      
10 設 立 時 期 2015年12月 

11 本 部 所 在 地 1 Letterman Drive 
Building D 
Suite D4700 
San Francisco CA 94129 
Phone/Fax: +1 415 723 9709 
http://www.linuxfoundation.org/ 

12 標 準 化 関 連 技 術 不明 

13 備 考 不明 

14 更 新 年 月 2017年10月 

（注1）活動エリアは以下から最も適当な項目を選択し、その番号を記入のこと。 
2： モバイル系領域を中心に活動を実施 
1： モバイル系領域の活動を主に、固定系領域の活動も実施 
0： モバイル系、固定系の両領域にまだがって活動実施 

-1： 固定系領域の活動を主に、モバイル領域の活動も実施 
-2： 固定系領域を中心に活動を実施 

（注2）活動技術は以下から最も適当な項目を選択し、その番号を記入のこと。 
3： APL（アプリケーション）領域の活動を実施 
2： APL領域の活動を主に、MDL（ミドルウェア）領域の活動も実施 



1： APLとMDLの両領域の活動を実施 
0： MDL領域の活動を実施 

-1： NW（ネットワーク）領域の活動を主に、MDL領域の活動も実施 
-2： NW領域の活動を実施 
x： 該当せず等 

（注3）日系企業とは親会社が日本企業かどうかで判断する。 
（注4）「TTC活動との関連性」とはTTCの専門委員会やアドバイザリーグループの活動と関連しているかを示す記載とし、 

理由には具体的な専門委員会名、アドバイザリーグループ名と関連している部分等を記載する。  


